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1. 概要 

本計算書は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能維持の設計

方針に基づき，燃料プール水位・温度（ＳＡ）が設計用地震力に対して十分な構造強度を有し，

電気的機能を維持できることを説明するものである。 

燃料プール水位・温度（ＳＡ）は，重大事故等対処設備においては常設耐震重要重大事故防止

設備以外の常設重大事故防止設備及び常設重大事故緩和設備に分類される。以下，重大事故等対

処設備としての構造強度評価及び電気的機能維持評価を示す。 

 

2. 一般事項 

2.1 構造計画 

燃料プール水位・温度（ＳＡ）の構造計画を表 2－1に示す。 
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表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

検出器は，７個の熱電対

で構成されており，熱電

対は保護管に内蔵され，

圧縮継手により架構に固

定する。保護管は，保護

管固定金具を介して架構

に溶接にて固定する。 

架構は，基礎ボルトによ

り床面に設置され，水中

サポートブロックを壁面

のワークテーブルフック

に引掛けて設置する。 

熱電対 

 

検出器固定部詳細 

（単位：mm） 

基礎ボルト 

（ケミカルアンカ）

架構基礎部詳細 

（3か所） 

検出器 

固定部 

架構基礎部 

（3か所） 

（床面） 

水中 

サポート

（壁面） 

Ａ－Ａ矢視 

保護管， 
熱電対 

（正面図） （側面図） 

（平面図） 

架構 

（角形鋼） 

架構 

（角形鋼） 

架構 

（角形鋼） 

架構 

（角形鋼） 

水中サポート部詳細 Ｂ－Ｂ矢視 

（角形鋼） 

圧縮継手 
熱電対 

保護管 

架構 

溶接 

Ａ Ａ 

水中 
サポート
ブロック

Ｂ 

Ｂ 

ワーク
テーブル
フック

埋込金物 

保護管 

固定金具 

水中サポート 
ブロック 

ワーク
テーブル
フック

架構 

（角形鋼） 

保護管 

固定金具 

保護管 
固定金具 水中サポートブロック 

アイソメ図

Ｃ Ｃ 

Ｃ－Ｃ矢視 

（壁面） 

（壁面） 
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2.2 評価方針 

燃料プール水位・温度（ＳＡ）の応力評価は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定し

た荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界に基づき，「2.1 構造計画」にて示す燃料プール水位・

温度（ＳＡ）の部位を踏まえ「3. 評価部位」にて設定する箇所において，「4. 固有周期」で

算出した固有周期に基づく設計用地震力による応力等が許容限界内に収まることを，「5. 構

造強度評価」にて示す方法にて確認することで実施する。また，燃料プール水位・温度（ＳＡ）

の機能維持評価は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定した電気的機能維持の方針に基

づき，機能維持評価用加速度が機能確認済加速度以下であることを，「6. 機能維持評価」にて

示す方法にて確認することで実施する。確認結果を「7. 評価結果」に示す。 

燃料プール水位・温度（ＳＡ）の耐震評価フローを図 2－1に示す。 

図 2－1 燃料プール水位・温度（ＳＡ）の耐震評価フロー 

解析モデルの設定 

設計用地震力 

機能維持評価用加速度 

燃料プールの 
三次元流動解析 

固有値解析 

流体速度の算出 

燃料プール水位・温度 

（ＳＡ）の機能維持評価 

地震時における応力 

燃料プール水位・温度 

（ＳＡ）の構造強度評価 

スロッシング荷重の算出

地震応答解析 
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2.3 適用規格・基準等 

本評価において適用する規格・基準等を以下に示す。 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補-1984

（（社）日本電気協会）

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（（社）日本電気協会）

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版（（社）日本電気協

会）

・発電用原子力設備規格 設計・建設規格（（社）日本機械学会，2005/2007）（以下「設

計・建設規格」という。）
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2.4 記号の説明 

記号 記号の説明 単位 

Ａｍ 

Ａｂ 

Ａｈ 

Ａｈｓｉ＊ 

Ａｓ 

ｂ 

Ｃｄ 

ＣＨ 

ＣＶ 

ｄ 

Ｅ 

Ｆ 

Ｆ ＊ 

Ｆｂ 

Ｆｓ 

Ｆｘ 

Ｆｙ 

Ｆｚ 

ƒｂｍ 

ƒｃｍ 

ƒｓｂ 

ƒｓｍ 

ƒｔｍ 

 

ƒｔｏ 

ƒｔｓ 

 

g 

ｈｉ＊ 

Ｉ 

ｉ 

ｋ 

Ｌ

ＬＢ 

 

ＬＣ 

 

 

架構の断面積 

基礎ボルトの軸断面積 

ワークテーブルフック付け根部の断面積 

ワークテーブルフックのせん断断面積 

スロッシングにおける架構の投影面積 

ワークテーブルフックの断面幅 

架構の抗力係数 

水平方向設計震度 

鉛直方向設計震度 

基礎ボルトの呼び径 

縦弾性係数 

設計・建設規格 SSB-3121.1(1)に定める値 

設計・建設規格 SSB-3133に定める値 

基礎ボルトに作用する引張力 

スロッシングにより架構に生じる抗力 

ワークテーブルフック部に作用する力（Ｘ方向） 

ワークテーブルフック部に作用する力（Ｙ方向） 

ワークテーブルフック部に作用する力（Ｚ方向） 

架構の許容曲げ応力 

架構の許容圧縮応力 

せん断力のみを受ける基礎ボルトの許容せん断応力 

架構及びワークテーブルフックの許容せん断応力 

架構及びワークテーブルフックの許容引張応力（許容組合せ応

力） 

引張力のみを受ける基礎ボルトの許容引張応力 

引張力とせん断力を同時に受ける基礎ボルトの許容引張応力 

（許容組合せ応力） 

重力加速度（＝9.80665） 

ワークテーブルフックの断面高さ 

架構の断面2次モーメント 

座屈軸についての断面2次半径 

圧縮材の座屈長さ 

材長 

ワークテーブルフック付け根部の応力計算に用いる距離（Ｆｚに

対する） 

ワークテーブルフック付け根部の応力計算に用いる距離（Ｆｙに

対する） 

 

mm2 

mm2 

mm2 

mm2 

mm2 

mm 

― 

― 

― 

mm 

MPa 

MPa 

MPa 

N 

N 

N 

N 

N 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

 

MPa 

MPa 

 

m/s2 

mm 

mm4 

mm 

mm 

mm 

mm 

 

mm 
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記号 記号の説明 単位 

Ｑｂ 

Ｓｕ 

Ｓｙ 

Ｓｙ(ＲＴ) 

 

Ｖ 

Ｗ 

Ｚｐ 

Ｚｘ 

Ｚｙ 

Ｚｈｙ 

 

Ｚｈｚ 

 

π 

σｂ 

τｂ 

σｂｘ 

σｂｙ 

σｈｔ 

σｈａ 

σｔ(ｃ) 

τｈ 

τｘ 

τｙ 

τｐ 

ρ 

ρｂ 

ρｍ 

ρｓ 

ρｔ(ｃ) 

ν 

νｃ 

Λ 

λ 

基礎ボルトに作用するせん断力（1本当たり） 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表9に定める値 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表8に定める値 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表8に定める材料の 

40℃における値 

スロッシングによる流速 

検出器の荷重 

架構の断面におけるねじり断面係数 

架構の断面におけるｘ軸方向の断面係数 

架構の断面におけるｙ軸方向の断面係数 

ワークテーブルフック付け根部の断面におけるｙ軸方向の断面

係数 

ワークテーブルフック付け根部の断面におけるｚ軸方向の断面

係数 

円周率 

基礎ボルトに生じる引張応力 

基礎ボルトに生じるせん断応力 

架構に生じるｘ方向の曲げ応力 

架構に生じるｙ方向の曲げ応力 

ワークテーブルフックに生じる引張応力 

ワークテーブルフックに生じる組合せ応力 

架構に生じる軸応力 

ワークテーブルフックに生じるせん断応力 

架構に生じるｘ方向のせん断応力 

架構に生じるｙ方向のせん断応力 

架構に生じるねじり応力 

水の密度 

架構に生じる曲げ応力 

架構に生じる組合せ応力 

架構に生じるせん断応力 

架構に生じる引張（圧縮）応力 

ポアソン比 

圧縮材の座屈安全率 

限界細長比 

圧縮材の細長比 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

 

m/s 

N 

mm3 

mm3 

mm3 

mm3 

 

mm3 

 

― 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

kg/m3 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

― 

― 

― 

― 

注記＊：Ａｈｓｉ及びｈｉの添字ｉの意味は，以下の通りとする。 

ｉ＝１：ワークテーブルフック付け根部 

ｉ＝２：ワークテーブルフック先端部 
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2.5 計算精度と数値の丸め方 

精度は，有効数字 6桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は，表 2－2に示すとおりである。 

 

表 2－2 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

固有周期 ｓ 小数点以下第 4位 四捨五入 小数点以下第 3位 

震度 ― 小数点以下第 3位 切上げ 小数点以下第 2位 

温度 ℃ ― ― 整数位 

質量 kg ― ― 整数位 

長さ mm ― ― 整数位＊1 

面積 mm2 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

モーメント N･mm 有効数字 5桁目＊3 四捨五入 有効数字 4桁＊2，＊3 

力 N 有効数字 5桁目＊3 四捨五入 有効数字 4桁＊2，＊3 

算出応力 MPa 小数点以下第 1位 切上げ 整数位 

許容応力＊4 MPa 小数点以下第 1位 切捨て 整数位 

注記＊1：設計上定める値が小数点以下第 1位の場合は，小数点以下第 1位表示とする。 

＊2：絶対値が 1000以上のときは，べき数表示とする。 

＊3：計算機プログラム固有の桁処理により算出値が有効数字 4桁以下となる場合は，

計算機プログラム保有の最大桁数表示とする。 

＊4：設計・建設規格  付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及び降

伏点は比例法により補間した値の小数点以下第 1位を切り捨て，整数位までの値

とする。 
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3. 評価部位 

燃料プール水位・温度（ＳＡ）の耐震評価は，「5.1 構造強度評価方法」に示す条件に基づ

き，耐震評価上厳しくなる基礎ボルト，架構及びワークテーブルフックについて実施する。燃料

プール水位・温度（ＳＡ）の耐震評価部位については，表 2－1の概略構造図に示す。 
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4. 固有周期 

4.1 固有値解析方法 

  燃料プール水位・温度（ＳＡ）の固有値解析方法を以下に示す。 

(1) 燃料プール水位・温度（ＳＡ）は，「4.2 解析モデル及び諸元」に示す三次元はりモデル

により固有周期を算出する。 

 

4.2 解析モデル及び諸元 

燃料プール水位・温度（ＳＡ）の解析モデルを図 4－1に，解析モデルの概要を以下に示

す。また，機器の諸元を本計算書の【燃料プール水位・温度（ＳＡ）（L/TE216-1，2，3，4，

5，6，TE216-4）の耐震性についての計算結果】のその他の機器要目に示す。 

(1)  燃料プール水位・温度（ＳＡ）の架構及び保護管の質量は，架構及び保護管自身の質量の

ほか，内包水の質量及び水の付加質量＊1を考慮する。水の付加質量は水平方向及び鉛直方

向に付加する。 

(2) 燃料プール水位・温度（ＳＡ）の架構及び保護管の質量は梁要素に等分布に付加し，内包

水の質量及び水の付加質量＊1による荷重は，特定長さに区切った区間分の荷重を集中荷重

として架構及び保護管に設定する。 

(3) 燃料プール水位・温度（ＳＡ）の検出器の荷重は，架構の検出器固定部に設定する。 

(4) 燃料プール水位・温度（ＳＡ）の検出器は，架構の検出器固定部の他，外部サポートにも

支持する構造であるが，検出器の荷重は計算条件が厳しくなる架構の検出器固定部に作用さ

せる。 

(5) 拘束条件として，基礎ボルト部の並進３方向を固定する。また，水中サポートブロック部

の水平方向は並進２方向を固定し，鉛直方向は並進方向固定ありと固定なしの 2条件で解析

を実施する＊2。なお，基礎ボルト部は剛体として評価する。 

(6) 架構と保護管及び水中サポートブロックと架構は，剛性の高い梁要素で接続し，並進及び

回転３方向を固定する。 

(7) 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。 

(8) 解析コードは，「ＮＳＡＦＥ」を使用し，固有値及び荷重を求める。 

なお，評価に用いる解析コードの検証及び妥当性確認等の概要については，Ⅵ-5「計算機

プログラム（解析コード）の概要」に示す。 

 

注記＊1：付加質量とは，機器が流体中で加速度を受けた場合に質量が増加したような効果を模

擬した，機器の形状により定まる仮想質量をいう。 

2：解析条件として鉛直方向の並進方向の拘束ありと拘束なしの 2条件で評価を行うこと

で実機固定条件（下向き並進方向のみ固定）を模擬する。 
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図 4－1 解析モデル 

X Z 

Y 

（単位：mm） 

架構 

（角形鋼） 

保護管 

（鋼管） 

架構 

（角形鋼） 

架構 

（角形鋼） 

検出器質量 

水中サポートブロック＊

架構 

（角形鋼） 

支持点 

（基礎ボルト部） 

支持点 

（ワークテーブルフック部）

剛性の高い 

梁要素 

架構 

（角形鋼） 

架構下端 

架構上端 

保護管上端 

注記＊：水中サポートブロック部

の水平方向は並進２方

向を固定し，鉛直方向は

並進方向固定ありと固

定なしの 2 条件で解析

を実施する。 
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4.3 固有値解析結果 

固有値解析の結果を表 4－1，表 4－2，振動モード図を図 4－2～図 4－11に示す。固有周期

は，0.05秒を超えており，柔構造であることを確認した。 

表 4－1 固有値解析結果（鉛直方向の並進方向拘束あり） 

モード 卓越方向 固有周期(s) 
水平方向刺激係数＊ 鉛直方向 

刺激係数＊
Ｘ方向 Ｚ方向 

1次 水平 -0.007 0.081 -0.043

2次 水平 0.136 -0.014 0.017 

3次 水平 0.105 0.525 0.023 

4次 水平 -0.526 0.064 0.005 

5次 鉛直 -0.010 -0.084 0.131 

 注記＊：モード質量を正規化するモードベクトルを用いる。 

表 4－2 固有値解析結果（鉛直方向の並進方向拘束なし） 

モード 卓越方向 固有周期(s) 
水平方向刺激係数＊ 鉛直方向 

刺激係数＊
Ｘ方向 Ｚ方向 

1次 鉛直 -0.038 0.053 0.089 

2次 鉛直 -0.029 -0.062 0.085 

3次 水平 0.442 0.038 0.310 

4次 水平 -0.004 -0.528 0.018 

5次 鉛直 0.340 0.015 -0.512

 注記＊：モード質量を正規化するモードベクトルを用いる。 
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図 4－2 振動モード（1次モード 水平方向 ｓ）（鉛直方向の並進方向拘束あり） 
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図 4－3 振動モード（2次モード 水平方向 ｓ）（鉛直方向の並進方向拘束あり） 
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図 4－4 振動モード（3次モード 水平方向 ｓ）（鉛直方向の並進方向拘束あり） 
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図 4－5 振動モード（4次モード 水平方向 ｓ）（鉛直方向の並進方向拘束あり） 
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図 4－6 振動モード（5次モード 鉛直方向 ｓ）（鉛直方向の並進方向拘束あり） 
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図 4－7 振動モード（1次モード 鉛直方向 ｓ）（鉛直方向の並進方向拘束なし） 
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図 4－8 振動モード（2次モード 鉛直方向 ｓ）（鉛直方向の並進方向拘束なし） 
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図 4－9 振動モード（3次モード 水平方向 ｓ）（鉛直方向の並進方向拘束なし） 
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図 4－10 振動モード（4次モード 水平方向 ｓ）（鉛直方向の並進方向拘束なし） 
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図 4－11 振動モード（5次モード 鉛直方向 ｓ）（鉛直方向の並進方向拘束なし） 
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5. 構造強度評価

5.1 構造強度評価方法 

4.2項(1)～(8)のほか，次の条件で計算する。 

(1) 解析はスペクトルモーダル法にて実施し，固有値解析と同じ解析モデルを使用する。

(2) 燃料プール水位・温度（ＳＡ）の質量は，検出器の質量，内包水の質量及び水の付加質量

のほか，更に精緻に評価するため，排除水質量（水中に設置される機器が排除する水の質

量）の減算を考慮する。 

(3) 地震力は，燃料プール水位・温度（ＳＡ）に対して，水平方向及び鉛直方向から作用させ

る。また，水平方向及び鉛直方向の組み合わせには，絶対値和を適用する。 

(4) スロッシング荷重は，燃料プール水位・温度（ＳＡ）に対して，水平方向から作用させ

る。 

(5) スロッシング荷重は，特定長さに区切った区間分の荷重を集中荷重として設定する。

5.2 荷重の組合せ及び許容応力 

5.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

燃料プール水位・温度（ＳＡ）の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち重大事故等対処

設備の評価に用いるものを表 5－1に示す。 

5.2.2 許容応力 

燃料プール水位・温度（ＳＡ）の許容応力は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づ

き表 5－2のとおりとする。 

5.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

燃料プール水位・温度（ＳＡ）の使用材料の許容応力評価条件のうち重大事故等対処設

備の評価に用いるものを表 5－3に示す。 
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表 5－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

核燃料物質の

取扱施設及び

貯蔵施設 

使用済燃料 

貯蔵設備 
燃料プール水位・温度（ＳＡ） 

常設／防止 

常設／緩和 
―＊2 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ＊3，＊4 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ＊4 

ⅤＡＳ  

（ⅤＡＳとして 

ⅣＡＳの許容限

界を用いる。） 

注記＊1：「常設／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備以外の常設重大事故防止設備，「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。 

＊2：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

＊3：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 

＊4：地震荷重にはプール水のスロッシングによる荷重を含む。 
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表 5－2 許容応力（重大事故等その他の支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2 

（ボルト等以外） 

許容限界＊1，＊2 

（ボルト等） 

一次応力 一次応力 

引張 せん断 圧縮 曲げ 引張 せん断 

ⅣＡＳ 

1.5・ｆｔ ＊ 1.5・ｆｓ ＊ 1.5・ｆｃ ＊ 1.5・ｆｂ ＊ 1.5・ｆｔ ＊ 1.5・ｆｓ ＊ 
ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの 

許容限界を用いる。） 

注記＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 
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表 5－3 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa) 

基礎ボルト 
SS400 

（径≦16mm） 
周囲環境温度 100 221 373 - 

架構 

（角形鋼，水中サポートブロック） 
SUS304TP，SUS304 周囲環境温度 100 171 441 205 

ワークテーブルフック SUS304 周囲環境温度 100 171 441 205 
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5.3 設計用地震力 

耐震評価に用いる設計用地震力を表 5－4，表 5－5に示す。 

「基準地震動Ｓｓ」による地震力は，Ⅵ-2-1-7「設計用床応答スペクトルの作成方針」に基

づき設定する。また，減衰定数はⅥ-2-1-6「地震応答解析の基本方針」に記載の減衰定数を用

いる。 

表 5－4 設計用地震力（重大事故等対処設備）（鉛直方向の並進方向拘束あり） 

据付場所及び 

床面高さ(m) 
  原子炉建物 EL 42.8＊1 

固有周期(s) 水平：  ＊2 鉛直：0.05以下 

減衰定数(％) 水平：1.0  鉛直：― 

地震力 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

モード＊3
固有周期

(s) 

応答水平震度 応答鉛直

震度 

応答水平震度＊4 応答鉛直

震度＊4 NS方向 EW方向 NS方向 EW方向 

1次 ― ― ― 27.69 27.69 ―

2次 ― ― ― 13.96 13.96 ―

3次 ― ― ― 15.88 15.88 ―

4次 ― ― ― 21.61 21.61 ―

動的震度＊5，＊6 ― ― ― 3.42 3.42 2.46 

静的震度＊7 ― ― ― ― ― ―

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：1次固有周期について記載 

＊3：固有周期が 0.050s以上のモードを示す。なお，0.020s以上 0.050s未満のモードに対し

ては，最大応答加速度又はこれを上回る震度を適用する。 

＊4：設計用床応答スペクトルⅠ（基準地震動Ｓｓ）を上回る設計用床応答スペクトルにより

得られる震度 

＊5：応答水平震度は設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）を上回る設計震度，応答鉛直震度は設

計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ） 

＊6：最大応答加速度を 1.2倍した震度 

＊7：3.6・Ｃｉ及び 1.2・ＣＶより定めた震度 
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表 5－5 設計用地震力（重大事故等対処設備）（鉛直方向の並進方向拘束なし） 

据付場所及び 

床面高さ(m) 
  原子炉建物 EL 42.8＊1 

固有周期(s) 水平：  ＊2 鉛直： ＊3

減衰定数(％) 水平：1.0  鉛直：1.0 

地震力 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

モード＊4
固有周期

(s) 

応答水平震度 応答鉛直

震度 

応答水平震度＊5 応答鉛直

震度＊5 NS方向 EW方向 NS方向 EW方向 

1次 ― ― ― 30.57 30.57 4.21 

2次 ― ― ― 26.05 26.05 4.63 

3次 ― ― ― 14.93 14.93 19.67 

4次 ― ― ― 16.00 16.00 17.57 

動的震度＊6，＊7 ― ― ― 3.42 3.42 2.46 

静的震度＊8 ― ― ― ― ― ―

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：3次固有周期について記載 

＊3：1次固有周期について記載 

＊4：固有周期が 0.050s以上のモードを示す。なお，0.020s以上 0.050s未満のモードに対し

ては，最大応答加速度又はこれを上回る震度を適用する。 

＊5：設計用床応答スペクトルⅠ（基準地震動Ｓｓ）を上回る設計用床応答スペクトルにより

得られる震度 

＊6：応答水平震度は設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）を上回る設計震度，応答鉛直震度は設

計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ） 

＊7：最大応答加速度を 1.2倍した震度 

＊8：3.6・Ｃｉ及び 1.2・ＣＶより定めた震度 
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5.4 計算方法 

5.4.1 応力の計算方法 

(1) 地震力及びスロッシング力に対してそれぞれ三次元はりモデルによる個別解析を実施

し，地震力及びスロッシング力による応力を絶対値和することにより，図4－1に示す解

析モデルに生じる応力を算出する。 

(2) スロッシングにおける応力の算出においては，Ⅵ-1-1-9-3「溢水評価条件の設定」2.3

「地震起因による溢水」に示す基準地震動Ｓｓ（Ｓｓ－Ｄ）による燃料プールの三次元

流動解析により得られた流体速度時刻歴データを用いる。 

(3) スロッシングにより架構に生じる抗力は，燃料プールの流体速度時刻歴データから架

構設置位置における高さレベルごとの水平方向の最大流速を用いて算出する。 

(4) 抗力の算出には以下の式を用い，抗力係数Ｃｄは機械工学便覧 日本機械学会編

（2007）より架構が正方形形状であるため2.0とする。なお，抗力の算出においては，流

体速度時刻歴データより燃料プール内の架構設置位置における高さレベルごとの流体速

度の最大値Ｖを抽出し，以下の式を用いて抗力Ｆｓを算出する。流体速度時刻歴データ

は架構に対し支配的となる水平方向のデータを適用する。 

Ｆｓ ＝ 
1

2
・Ｃｄ・ρ・Ａｓ・Ｖ2

(5) 高さレベルごとに算出した抗力により架構に生じる動水圧荷重を付加し，図4－1に示

す解析モデルに生じる応力を算出する。 
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5.4.1.1 基礎ボルトの計算方法 

基礎ボルトの応力は，三次元はりモデルによる地震力及びスロッシング力に対する

解析から基礎ボルト 1本当たりの発生力を求めて，その結果を用いて手計算にて計算

する。 

 

図 5－1 構造概要（基礎ボルト） 

  

基礎ボルト 

（ケミカルアンカ） 

架構基礎部詳細 

（3 か所） 

検出器質量 

架構基礎部 

サポート評価点 

 

 

Y 

X 

Y 

Z 

Z 

X 
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個別解析によって得られた基礎ボルト部の評価点の最大発生力を表 5－6に示す。 

表 5－6 基礎ボルト（1本当たり）発生反力 

対象部位 ケース

反力(N) 

Ｆb Ｑb 

基礎ボルト 

地震力 

スロッシング

地震力＋スロッシング 

(1) 引張応力

基礎ボルト（1本当たり）に対する引張応力は，下式により計算する。

引張応力

ｂ

ｂ
ｂ

Ａ

Ｆ
＝σ ··············································  (5.4.1.1.1) 

ここで，基礎ボルトの軸断面積Ａｂは次式により求める。 

Ａｂ＝ 
π

4
・ｄ2  ··········································  (5.4.1.1.2) 

(2) せん断応力

基礎ボルト（1本当たり）に対するせん断応力は，下式により計算する。

せん断応力

ｂ

ｂ
ｂ

Ａ

Ｑ
＝τ ··············································  (5.4.1.1.3) 
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5.4.1.2 架構の応力 

架構の応力は，三次元はりモデルによる地震力及びスロッシング力に対する解析か

ら各節点に生じる応力を求めて，その結果を用いて手計算にて計算する。 

図 5－2 構造概要（架構） 

検出器質量  

 

Y 

X 

Y 

Z 

Z 

X 

架構（角形鋼） 
断面 

水中サポートブロック 
断面（最小断面） 

x 

y 

架構 

水中 
サポート

保護管 

保護管 
断面 

x 

y 

水中サポート詳細 

X 

Y 
Ａ 

Ａ 
Ａ－Ａ矢視 

水中サポート 
ブロック 

Y 

Z 

x 

y 

ワークテーブル
フック
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組合せ応力が最大となる架構の評価点の最大発生応力を表 5－7に示す。 

表 5－7 発生応力 (単位：MPa) 

対象部位 ケース

引張 

（圧縮） 
せん断 ねじり 曲げ 

σｔ(c) τｘ τｙ τｐ σｂx σｂｙ 

架構 

（角形鋼） 

地震力 

スロッシング

地震力＋スロッシング 

架構 

（水中サポー

トブロック）

地震力 

スロッシング

地震力＋スロッシング 

注記＊：負の値は圧縮応力を示す。 

(1) 引張（圧縮）応力

架構に対する引張（圧縮）応力は，下式により計算する。

引張（圧縮）応力（ρｔ（ｃ））

   ρｔ（ｃ） ＝|σｔ（ｃ）|  ···································  (5.4.1.2.1)

(2) せん断応力

架構に対するせん断応力は，下式により計算する。

せん断応力（ρｓ）

ρｓ ＝MAX（τｘ＋τｐ，τｙ＋τｐ）  ······················  (5.4.1.2.2)

(3) 曲げ応力

架構に対する曲げ応力は，下式により計算する。

曲げ応力（ρｂ）

ρｂ ＝σｂｘ ＋ σｂｙ  ····································  (5.4.1.2.3)

(4) 組合せ応力

架構に対する組合せ応力は，下式により計算する。

組合せ応力（ρｍ）

ρｍ ＝  (ρｔ（ｃ）＋ρｂ)2 ＋3ρｓ
2  ······················  (5.4.1.2.4)
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5.4.1.3 ワークテーブルフックの応力 

ワークテーブルフックの応力は，三次元はりモデルによる地震力及びスロッシング

力に対する架構の解析からワークテーブルフック部に生じる反力を求めて，その結果

を用いて手計算にて計算する。 

図 5－2 構造概要（ワークテーブルフック） 

検出器質量  

 

Y 

X 
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Z 

Z 

X 

架構 

水中サポート詳細 

B－B矢視 

B 

B 

水中 
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Y 

Z 

ワークテーブル
フック

水中 
サポート

Y 

X 

Y 

X Z 

Ｆｙ 

Ｆｚ Ｆｘ 

ＬＣ 

ＬＢ 

ワークテーブルフック
断面（付け根部）

ｂ 

ｈ
１
 

ＬＢ 

ＬＣ 

Y 

Z 

Z 

X 

ｂ 

ｈ
２

 

ワークテーブルフック
断面（先端部）
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解析によって得られたワークテーブルフック部の評価点の最大反力を表 5－8，表 5

－9に示す。 

表 5－8 ワークテーブルフック評価点反力（付け根部評価用） 

対象部位 ケース

反力(N) 

Ｆｘ Ｆｙ Ｆｚ 

ワークテーブルフック
地震力 

＋スロッシング 

表 5－9 ワークテーブルフック評価点反力（先端部評価用） 

対象部位 ケース

反力(N) 

Ｆｘ Ｆｙ Ｆｚ 

ワークテーブルフック
地震力 

＋スロッシング 

(1) 引張応力

ワークテーブルフックに対する引張応力は，下式により計算する。

引張応力（σｈｔ）（付け根部） 

 σｈｔ ＝ 
Ｆｘ

Ａｈ
 ＋ 

Ｆｚ・ＬＢ

Ｚｈｙ
 ＋ 

Ｆｙ・ＬＣ

Ｚｈｚ
················  (5.4.1.3.1)

ここで，Ａｈはワークテーブルフック付け根部の断面積，Ｚｈｙ，Ｚｈｚはワークテ

ーブルフック付け根部の断面係数を示す。 

(2) せん断応力

ワークテーブルフックに対するせん断応力は，下式により計算する。

せん断応力（τｈ）（付け根部） 

 τｈ ＝  






Ｆｙ

Ａｈｓ１

2
＋







Ｆｚ

Ａｈｓ１

2
·······················  (5.4.1.3.2)

せん断応力（τｈ）（先端部） 

τｈ ＝ 
Ｆｘ

Ａｈｓ２
 ·······································  (5.4.1.3.3)

ここで，Ａｈｓ１はワークテーブルフック付け根部のせん断断面積，Ａｈｓ２はワー

クテーブルフック先端部のせん断断面積を示す。



35 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-
4-
2-
4 
R0
 

(3) 組合せ応力

ワークテーブルフックの組合せ応力は，下式により計算する。

組合せ応力（σｈａ）（付け根部） 

   σｈａ ＝ σｈｔ
2 ＋ 3・τｈ

2  ······························  (5.4.1.3.4) 
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5.5 計算条件 

5.5.1 基礎ボルト，架構及びワークテーブルフックの応力計算条件 

応力計算に用いる計算条件は，本計算書の【燃料プール水位・温度（ＳＡ）（L/TE216-1，

2，3，4，5，6，TE216-4）の耐震性についての計算結果】の設計条件及び機器要目に示す。 

 

5.6 応力の評価 

5.6.1 基礎ボルトの応力評価 

5.4.1.1項で求めたボルトの引張応力σｂは次式より求めた許容組合せ応力ƒｔｓ以下で

あること。ただし，ƒｔｏは下表による。 

 

     ƒｔｓ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τｂ，ƒｔｏ]  ･･･････････････････････ (5.6.1.1) 

 

せん断応力τｂは，せん断力のみを受けるボルトの許容せん断応力ƒｓｂ以下であるこ

と。ただし，ƒｓｂは下表による。 

 

 
基準地震動Ｓｓによる 

荷重との組合せの場合 

許容引張応力 

ƒｔｏ 

 Ｆ ＊ 

2
・1.5   

許容せん断応力 

ƒｓｂ 

 Ｆ ＊ 

1.5・ 3
・1.5   
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5.6.2 架構の応力評価 

5.4.1.2 項で求めた架構の引張（圧縮）応力ρｔ（ｃ），せん断応力ρｓ，曲げ応力ρｂ及

び組合せ応力ρｍは，架構の許容引張応力 ƒｔｍ，許容圧縮応力 fｃｍ，許容せん断応力

ƒｓｍ，許容曲げ応力 ƒｂｍ及び許容組合せ応力 ƒｔｍ以下であること。ただし，ƒ

ｔｍ，ƒｃｍ，ƒｓｍ及び ƒｂｍは下表による。 

 

 
基準地震動Ｓｓによる 

荷重との組合せの場合 

許容引張応力 

fｔｍ 

  Ｆ ＊  

1.5
・1.5  

許容圧縮応力 

fｃｍ 





1-0.4







 λ 

 Λ 

2  Ｆ ＊

 νc 
・1.5  

許容せん断応力 

fｓｍ 

 Ｆ ＊
1.5・ 3

・1.5  

許容曲げ応力 

fｂｍ 

  Ｆ ＊  

1.5
・1.5  

許容組合せ応力 

fｔｍ 

  Ｆ ＊  

1.5
・1.5  

 

ただし，ｋ，Λ，λ，νｃ，ｉは次式より求める。 

νc ＝ 1.5 + 
 2 

 3 
 






 λ 

 Λ 

 2
  ······································  (5.6.2.1) 

Λ ＝ 
π2 ・Ｅ

0.6・Ｆ ＊   ··········································  (5.6.2.2) 

λ ＝ 
 k 

 i 
  ···················································  (5.6.2.3) 

ｋ ＝ 2.1・Ｌ  ················································  (5.6.2.4) 

ｉ ＝ 
 Ｉ 

 Ａｍ 
  ··············································  (5.6.2.5) 

  



 

 

38 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-
4-
2-
4 
R0
 

 

5.6.3 ワークテーブルフックの応力評価 

5.4.1.3 項で求めたワークテーブルフックの引張応力σｈｔ，せん断応力τｈ，組合せ応

力σｈａは，ワークテーブルフックの許容引張応力 ƒｔｍ，許容せん断応力 ƒｓｍ，許

容組み合わせ応力 ƒｔｍ以下であること。ただし，ƒｔｍ， ƒｓｍは下表による。 

 

 
基準地震動Ｓｓによる 

荷重との組合せの場合 

許容引張応力 

fｔｍ 

  Ｆ ＊  

1.5
・1.5  

許容せん断応力 

fｓｍ 

 Ｆ ＊

1.5・ 3
・1.5  

許容組合せ応力 

fｔｍ 

  Ｆ ＊  

1.5
・1.5  
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6. 機能維持評価

6.1 電気的機能維持評価方法 

燃料プール水位・温度（ＳＡ）の電気的機能維持評価について以下に示す。 

なお，機能維持評価用加速度はⅥ-2-1-7「設計用床応答スペクトルの作成方針」に基づき，

基準地震動Ｓｓにより定まる加速度又は地震応答解析で評価した検出器に生じる最大の応答加

速度のいずれか大きい値とする。 

燃料プール水位・温度（ＳＡ）の機能確認済加速度は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に

基づき，同形式の検出器単体の正弦波加振試験において，電気的機能の健全性を確認した評価

部位の最大加速度を適用する。 

機能確認済加速度を表 6－1に示す。 

表 6－1 機能確認済加速度  (×9.8m/s2) 

機器名称 方向 機能確認済加速度 

燃料プール水位・温度（ＳＡ） 

（L/TE216-1） 

水平 

鉛直 

燃料プール水位・温度（ＳＡ） 

（L/TE216-2） 

水平 

鉛直 

燃料プール水位・温度（ＳＡ） 

（L/TE216-3） 

水平 

鉛直 

燃料プール水位・温度（ＳＡ） 

（L/TE216-4） 

水平 

鉛直 

燃料プール水位・温度（ＳＡ） 

（L/TE216-5） 

水平 

鉛直 

燃料プール水位・温度（ＳＡ） 

（L/TE216-6） 

水平 

鉛直 

燃料プール水位・温度（ＳＡ） 

（TE216-4） 

水平 

鉛直 
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7. 評価結果

7.1 重大事故等対処設備としての評価結果 

燃料プール水位・温度（ＳＡ）の重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果を以下

に示す。発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有し，電

気的機能を維持できることを確認した。 

(1) 構造強度評価結果

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。

(2) 機能維持評価結果

電気的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。
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【燃料プール水位・温度（ＳＡ）（ L/TE216-1， 2， 3， 4， 5， 6， TE216-4）の耐震性についての計算結果】  

1. 重大事故等対処設備

1.1 設計条件（鉛直方向の並進方向拘束あり） 

機器名称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

燃料プール水位・温度（ＳＡ） 

（L/TE216-1，2，3，4，5，6，

TE216-4） 

常設／防止 

常設／緩和 

原子炉建物 

EL 42.8＊1 0.05以下 ― ― 
ＣＨ＝3.42＊2 

又は＊3 
ＣＶ＝2.46＊2

又は＊3
100 

1.2 設計条件（鉛直方向の並進方向拘束なし） 

機器名称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

燃料プール水位・温度（ＳＡ） 

（L/TE216-1，2，3，4，5，6，

TE216-4） 

常設／防止 

常設／緩和 

原子炉建物 

EL 42.8＊1 ― ― 
ＣＨ＝3.42＊2 

又は＊3 
ＣＶ＝2.46＊2

又は＊3
100 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：応答水平震度は設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）を上回る設計震度，応答鉛直震度は設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ） 

＊3：設計用床応答スペクトルⅠ（基準地震動Ｓｓ）を上回る設計用床応答スペクトルにより得られる震度 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：応答水平震度は設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）を上回る設計震度，応答鉛直震度は設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ） 

＊3：設計用床応答スペクトルⅠ（基準地震動Ｓｓ）を上回る設計用床応答スペクトルにより得られる震度 
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1.3 機器要目 

部材 
Ｗ 
(N) 

ｄ 
(mm) 

Ａｂ 
(mm2) 

Ｓｙ

(MPa) 
Ｓｕ

(MPa) 
Ｆ

(MPa) 

Ｆ ＊

(MPa) 

基礎ボルト 
221 

（径≦16mm） 

373 

（径≦16mm） 
― 261 

部材 
Ａｍ 
(mm2) 

Ｉ 
(mm4) 

Ｌ
(mm) 

Ｓｙ

(MPa) 
Ｓｕ

(MPa) 
Ｓｙ(ＲＴ)

(MPa) 
Ｆ

(MPa) 
Ｆ ＊

(MPa) 

架構 

（水中サポート 

ブロック） 

171 441 205 ― 205 

架構 

（角形鋼） 
1.740×103 6.220×106 5830 171 441 205 ― 205 

部材 
Ａｈ 
(mm2) 

Ａｈｓ１ 
(mm2) 

Ａｈｓ２ 
(mm2) 

ｂ 
(mm) 

ｈ１ 
(mm) 

ｈ２ 
(mm) 

Ｚｈｚ 
(mm3) 

Ｚｈｙ 
(mm3) 

ＬＢ 
(mm) 

ＬＣ 
(mm) 

Ｓｙ

(MPa) 
Ｓｕ

(MPa) 
Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa) 
Ｆ

(MPa) 
Ｆ ＊

(MPa) 

ワークテーブル

フック
1200 800 200 12 100 25 2.000×104 2.400×103 36.5 66 171 441 205 ― 205 
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1.4 計算数値 

1.4.1 基礎ボルトに作用する力 (単位：N) 

部材 

Ｆｂ Ｑｂ

弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 
弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト ― ― 

1.4.2 架構の発生応力 （単位：MPa） 

部材 
引張（圧縮） せん断 ねじり 曲げ 

σｔ(ｃ) τｘ τｙ τｐ σｂｘ σｂｙ

架構 

（水中サポート 

ブロック） 

架構 

（角形鋼） 

注記＊：負の値は圧縮応力を示す。 

1.4.3 ワークテーブルフックに作用する力（付け根部評価用） （単位：N） 

部材 

Ｆｘ Ｆｙ Ｆｚ 

弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 
弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 
弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

ワークテーブル
フック

― ― ― 

1.4.4 ワークテーブルフックに作用する力（先端部評価用） （単位：N） 

部材 

Ｆｘ Ｆｙ Ｆｚ 

弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 
弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 
弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

ワークテーブル

フック
― ― ― ― ― 
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1.5 結論 

1.5.1 基礎ボルトの応力 (単位：MPa) 

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト SS400 
引張 ― ― σｂ＝12 ƒｔｓ＝156＊ 

せん断 ― ― τｂ＝7 ƒｓｂ＝120 

すべて許容応力以下である。  注記＊：ƒｔｓ ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τｂ， ƒｔｏ] 

1.5.2 架構の応力 (単位：MPa) 

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

架構 

（角形鋼） 
SUS304TP 

引張（圧縮） ― ― ρｔ(ｃ)＝11＊ ƒｃｍ＝120 

せん断 ― ― ρｓ＝22 ƒｓｍ＝118 

曲げ ― ― ρｂ＝120 ƒｂｍ＝205 

組合せ ― ― ρｍ＝135 ƒｔｍ＝205 

架構 
（水中サポートブロック） 

SUS304 

引張（圧縮） ― ― ρｔ(ｃ)＝2＊ ƒｃｍ＝201 

せん断 ― ― ρｓ＝22 ƒｓｍ＝118 

曲げ ― ― ρｂ＝154 ƒｂｍ＝205 

組合せ ― ― ρｍ＝160 ƒｔｍ＝205 

すべて許容応力以下である。   注記＊：発生応力は圧縮応力を示す。 
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1.5.3 ワークテーブルフック（付け根部）の応力 (単位：MPa) 

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

ワークテーブルフック
（付け根部）

SUS304 

引張 ― ― σｈｔ＝129 ƒｔｍ＝205 

せん断 ― ― τｈ＝10 ƒｓｍ＝118 

組合せ ― ― σｈａ＝130 ƒｔｍ＝205 

すべて許容応力以下である。 

1.5.4 ワークテーブルフック（先端部）の応力 (単位：MPa) 

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

ワークテーブルフック

（先端部） 
SUS304 せん断 ― ― τｈ＝83 ƒｓｍ＝118 

すべて許容応力以下である。 
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1.5.6 電気的機能維持の評価結果 (×9.8m/s2) 

機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

燃料プール水位・温度（ＳＡ） 

（L/TE216-1） 

水平方向 7.25 

鉛直方向 3.07 

燃料プール水位・温度（ＳＡ） 

（L/TE216-2） 

水平方向 7.25 

鉛直方向 3.07 

燃料プール水位・温度（ＳＡ） 

（L/TE216-3） 

水平方向 7.25 

鉛直方向 3.07 

燃料プール水位・温度（ＳＡ） 

（L/TE216-4） 

水平方向 7.25 

鉛直方向 3.07 

燃料プール水位・温度（ＳＡ） 

（L/TE216-5） 

水平方向 7.25 

鉛直方向 3.07 

燃料プール水位・温度（ＳＡ） 

（L/TE216-6） 

水平方向 7.25 

鉛直方向 3.07 

燃料プール水位・温度（ＳＡ） 

（TE216-4） 

水平方向 7.25 

鉛直方向 3.07 

注記＊：設計用震度Ⅰ（基準地震動Ｓｓ）により定まる評価部位における応答加速度であり，全ての検出器取付 

位置のうち最大となる位置の応答加速度の値を各々の検出器の評価に対して共通で適用する。 

機能維持評価用加速度はすべて機能確認済加速度以下である。 
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1.6 その他の機器要目 

(1) 材料物性値

項目 記号 単位 入力値 

質量 ｍ kg 

温度条件 

（雰囲気温度） 
Ｔ ℃ 100 

縦弾性係数 Ｅ MPa 190000 

ポアソン比 ν ― 0.3 

要素数 ― 個 

節点数 ― 個 
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(2) 断面性状

部材 サポート鋼材 保護管 
水中サポート 

ブロック 

要素 ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ 

材質 SUS304TP SUS304TP SUS304TP SUS304TP SUS304TP SUS304 

Ａｍ(mm2) 

Ｚｘ(mm3) 

Ｚｙ(mm3) 

Ｚｐ(mm3) 

断面形状(mm) 

（ａ×ｂ×ｃ） （ａ×ｂ×ｃ） （ａ×ｂ×ｃ） （ａ×ｂ×ｃ） （ａ×ｂ） （ａ×ｂ） 
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